
高校生等への修学支援 文部科学省

① 施策の目的

② 施策の概要

③ 施策の具体的内容

新型コロナウイルス感染症の影響により生活が困窮している世帯の高校生等に必要な教育費を追加支援することにより、高校
生等の学びを支える。

低所得世帯を対象とする高校生等奨学給付金において、令和２年度の受給者に対して追加支援を実施する。

令和２年度の高校生等奨学給付金の受給者（非課税世帯※）に対して追加支援を実施し、新型コロナウイルス感染症の影響に
より生活が困窮している世帯の高校生等の学びを支える。

※ 年収270万円未満相当の世帯 （ 両親のうち一方が働き、高校生１人（16歳以上）、中学生１人の４人世帯の場合の目安）
※ 家計急変により非課税相当となった世帯も含む

○ 家庭でのオンライン学習に必要な通信費相当額の特例的追加支給（６月実施分）

非課税世帯に対して通信費相当額（１万円）を特例的に追加支給した都道府県に、国が所要額を補助（補助率１０／１０）

○ 単価増の実施による上乗せ支給

支援が必要と考えられる教育費分の単価増を実施し、国が所要額を補助（補助率１０／１０）

・ 支給額・・・非課税世帯（第１子）：26,100円、非課税世帯（第２子以降、通信制、専攻科）：12,000円

※15歳以上23歳未満の兄弟姉妹がいる場合

国公立 私立

 84,000円   103,500円

→110,100円（+26,100円） →129,600円（+26,100円）

  129,700円      138,000円

→141,700円（+12,000円） →150,000円（+12,000円）

 36,500円  38,100円

→  48,500円（+12,000円） →  50,100円（+12,000円）

非課税世帯
通信制・専攻科

世帯区分
給付額（年額）

非課税世帯
全日制等（第１子）

非課税世帯

全日制等（第２子以降※）
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住宅ローン減税等の税制措置 国土交通省

① 施策の目的

② 施策の概要

③ 施策の具体的内容

民需主導の好循環の実現等に資する住宅投資の効果的な需要喚起を通じて、新型コロナウイルス感染症の影響により落ち込
んだ経済の回復を図る。

住宅ローン減税及び住宅取得等資金に係る贈与税非課税措置について、延長等を行う。

【住宅ローン減税】
○現行の控除期間13年の措置について、契約期限と入居期限をともに１年延長。

・契約期限（注文住宅はR2.10～R3.9、分譲住宅等はR2.12～R3.11）と入居期限（R3.1～R4.12）を満たす者に適用。

○控除期間13年の措置の延長分については、所得制限を設けた上で床面積要件を40㎡以上に緩和。
・契約期限（注文住宅はR2.10～R3.9、分譲住宅等はR2.12～R3.11）と入居期限（R3.1～R4.12）を満たす者に適用。
・40㎡以上50㎡未満については、合計所得金額1,000万円以下の者に適用。

【住宅取得等資金に係る贈与税非課税措置】
○R3.4～R3.12について、R2年度と同額の非課税限度額（最大1,500万円）を措置。
・R3.4～R3.12に住宅取得等に係る契約を締結した者に適用。

○所得制限を設けた上で床面積要件を40㎡以上に緩和。
・R3.1以後の贈与について適用。
・40㎡以上50㎡未満については、合計所得金額1,000万円以下の者に適用。
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